
 

 

 

 

参考２ アジアの主要空港の運営形態について 

      ＬＣＣの状況について 

      観光ビザの発給要件緩和の影響について 





アジアの主要空港の運営形態について

※1 平成24年12月 国土交通省資料「これまでの航空政策について（後半）」より
※2 上海機場（集団）有限公司ＨＰより
※3 平成14年11月 国土交通省資料「諸外国の空港民営化について」より
※4 中華民国交通部ＨＰ，同経済部資料，桃園空港ＨＰ，桃園國際機場股份有限公司ＨＰより
※5 香港国際空港HPより
※6 平成25年6月 国土交通省資料「シンガポール運輸事情」より
※7 タイ空港会社ホームページより
※8 成田，福岡の乗降客数は空港管理状況調書－平成24年
※9 成田，福岡，桃園以外の乗降客数は，国際空港評議会（ACI）資料－平成24年速報値
※10 成田，福岡，仁川，桃園以外の滑走路本数は，「数字で見る航空2013」より。仁川は空港ＨＰより

１

国・地域 韓国 中国 台湾 香港
シンガポー

ル
タイ 日本 日本

空港名 仁川 上海浦東 桃園 香港 チャンギ スワンナプーム 成田 福岡

空港運営
主体

仁川国際
空港公社

（※1）

上海機場
（集団）有限

公司
（※2）

桃園國際
機場股份
有限公司

(※4）

Airport 
Authority 
Hong Kong 

(※5)

チャンギ空港
グループ
（CAG）
(※6）

Airports of 
Thailand

Public Co Ltd
（ＡＯＴ）

(※7）

成田国際空港
株式会社

空港基本施設
：国

ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ
：民間

空港運営主体
に対する政府

の所有

政府100％
株式保有

(※1)
不明

国営企業
(※4)

香港ＳＡＲ政府
100％株式保有
（ＳＡＲ＝特別
行政区）(※5）

政府系投資会
社100％出資

(※6）

政府70％
株式保有

(※7）

政府100％
株式保有

国管理空港

乗降客数
（万人）
（※8,9）

3,915 4,488 2,784(※4) 5,606 5,118 5,300 3,000 1,742

滑走路本数
（※10）

３本
4,000m
3,750m
3,750m

３本
4,000m
3,800m
3,400m

2本
3,660m
3,350m
(※4）

２本
3,800m
3,800m

２本
4,000m
4,000m

２本
4,000m
3,700m

２本
4,000m
2,500m

1本
2,800m

備考
政府から無償
リース(※1）

上場会社(※3）
株式の30％を
上場(※7）



ＬＣＣの状況について

● ＬＣＣ （Low Cost Carrier： 格安航空会社） は，米国市場・欧州市場に加え，東南アジア市場等においても積極的に事業
を展開。

● 北米や欧州ではＬＣＣのシェアが３０％以上。

● 平成２４年時点の日本におけるＬＣＣのシェアは３％。

● 欧州ではＦＳＡ（Full Service Airline）の需要を保ちながら，直近10年間でＬＣＣ市場が拡大。

● 我が国においては，ピーチアビエーションが平成２４年３月から関空を拠点に運航開始，ジェットスター・ジャパンが同年
７月から，エアアジア・ジャパンが８月から，それぞれ成田を拠点に運航開始。

● 福岡空港においては，
・ ピーチアビエーションが平成２４年３月に関空線を開設
・ ジェットスター・ジャパンが同年７月に成田線，８月に関空線，平成２５年３月に中部線を開設。
・ エアアジア・ジャパンは同年８月に成田線を開設，平成２５年３月に中部線を開設したが，同年１０月までに撤退。
・ 国際線は，エアプサンが釜山，ティーウェイ航空，済州航空が仁川に就航している。

２



３ 平成25年9月26日 交通政策審議会航空分科会第９回基本政策部会 資料より



観光ビザの発給要件緩和の影響について

● 平成２５年７月１日より，タイ，マレーシア，インドネシア，ベトナム，フィリピンに対するビザ要件緩和を実施。

● 政府はこれまで，タイとマレーシアには数次ビザを発給していたが，免除。

● インドネシアの数次ビザについては，１回の滞在期間を現在の１５日から３０日に延長。

● １回のビザ発給で１度のみの入国を認めていたベトナムとフィリピンに対しては，数次ビザを発給。

● 平成２５年８月の訪日外国人旅行者数については

・ 前年同月比１７．１％増の９０．７万人となり、８月としての過去最高となったが、全体的な伸び率は鈍化した。
１～８月の合計は、前年同期比２１．４％増の６８６．４万人となった。

・ 東アジアや欧米の夏の旅行シーズンに向けた訪日プロモーション効果や、円高の是正による訪日旅行の割安感
の浸透、本年７月からの東南アジア向けビザ要件緩和の効果等により着実な伸びを示した。

・ ビザが免除となったタイ、マレーシアのほか、台湾、香港、シンガポール、インドネシア、ベトナム、インド、フランス
において、８月としての過去最高を記録した。

４



平成25年9月20日 国土交通省観光立国推進本部ワーキンググループ（第６回） 資料より

５



平成25年9月20日 国土交通省観光立国推進本部ワーキンググループ（第６回） 資料より
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